
機動研究成果報告『中国 習近平政権の課題と展望―調和の次に来るもの』 アジア経済研究所 2013 年 
 

1 
 

第 4 章 軍権の掌握めざす習近平の戦略と課題 
 

阿部 純一 
（霞山会） 

 
 2012 年 11 月に開催された中国共産党第 18 回全国代表大会（第 18 回党大会）で、

習近平時代の中国が幕を開けた。胡錦濤は党総書記のみならず、党中央軍事委員会主席

のポストも習近平に譲った。習近平は党と軍のトップとして今後 5 年間の中国の舵取り

役を任されたことになる。当初、胡錦濤が前任の江沢民の例に習い、党中央軍事委員会

主席のポストに留任する可能性が高いと見られていただけに、胡錦濤の党・軍の最高位

からの完全引退は予想外の展開だった。習近平は 2013 年 3 月の全国人民代表大会（全

人代、国会に相当）で、国家主席の座も胡錦濤からバトンタッチされるのは確実な情勢

であり、そうなれば党・軍・国家のすべての権力を一手に握ることになる。 
 前任の胡錦濤が党総書記就任から中央軍事委員会員会主席の兼務まで 2 年間待たさ

れたことと比べ、習近平は非常にスムーズな権力移譲を受けることとなる。 
本稿では、とくに習近平と人民解放軍の関係に焦点を置き、中央軍事委員会人事、党

大会報告における国防関係部分について分析を加え、習近平のリーダーシップと軍に対

する「党の絶対的指導」の抱える問題点を検討し、それらを踏まえた上で最近の人民解

放軍の動向に照らして、習近平体制下での人民解放軍の動態について明らかにする。 
 
Ⅰ 第 18 期中央軍事委員会人事 
 
１ 副主席 
 中央軍事委員会は人民解放軍の最高意思決定機関である。人民解放軍は中国共産党の

軍隊であり、党の絶対的指導に従う位置づけであることから、中央軍事委員会は主席責

任制をとり、その主席は党の最高実力者が就任することになる 1。 
 まず、習近平が率いることとなった 18 期中央軍事委員会の顔ぶれについて分析して

みる（表 1）。今回改選された 17 期中央軍事委員会メンバーのなかに、年齢的に留任で

きる将軍たちが存在した。つまり現在 68 歳未満の常万全、呉勝利、許其亮の 3 人が留

任する資格のある将軍たちで、彼らは当然、留任して第 18 期中央軍事委員会に残った。

最初に、この常万全（63 歳）、呉勝利（67 歳）、許其亮（62 歳）の去就について見てお

こう。彼らは、ほぼ同じ時期（2007 年 7 月許其亮、呉勝利、11 月常万全）に上将の位

に就いており、昇進の時期については差異がない。この 3 人を比べる場合のポイントは、

                                                   
1 中央軍事委員会は中国共産党中央軍事委員会と国家中央軍事委員会の 2 つが存在するが、

メンバーは同一であり、同じ組織に看板が 2 つ掛けられていることになる。中国ではこの 2
つを区別せず、単に中央軍事委員会としている場合がほとんどである（[高橋 2013]を参照）。 
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過去にどのような職歴を持っているかということである。とりわけ重要なのは、人民解

放軍の指揮を取る総参謀部勤務経験の有無である。この 3 人のなかで、総参謀部副総参

謀長ポストを経験したことがあるのは、許其亮と呉勝利の 2 人で、時期（2004 年就任）

が重なって副総参謀長を経験しているが、序列は許其亮が上位だった。そして、さらに

党中央委員に関していうならば、許其亮は 16 期、17 期の 2 期連続中央委員を経験して

いる。しかし、呉勝利は 17 期の 1 期しか中央委員を経験していない。常万全は 16 期、

17 期連続で中央委員になっているが、副総参謀長を経験しておらず、その点で許其亮

に劣る。そういう経歴から見ると、軍歴・党歴で比較優位にあるという点で副主席に昇

格する最短距離にあったのは許其亮ということになる。事実、党大会直前に開催された

第 17 期中央委員会第 7 回全体会議（17 期 7 中全会）で許其亮が副主席に抜擢された。

許其亮は空軍出身であり、空軍出身の副主席ということでいうならば初めての抜擢とい

うことになる。後述するように、常万全は国防部長に就任予定であり、呉勝利は海軍司

令員に留任した。 
 

表 1 第 18 期中央軍事委員会メンバー 
 

役職 氏名 年齢 主要兼職 主要前職 主要前々職

主席 習近平 59 党総書記 国家副主席、中央軍事委副主席 上海市党委書記

副主席 范長龍 65 党中央政治局委員 済南軍区司令員 総参謀長助理

副主席 許其亮 62 党中央政治局委員 空軍司令員、中央軍事委委員 副総参謀長

委員 常万全 63 （国防部長、国務委員） 総装備部長、中央軍事委委員 瀋陽軍区司令員

委員 房峰輝 61 総参謀長 北京軍区司令員 広州軍区参謀長

委員 張陽 61 総政治部主任 広州軍区政治委員 広州軍区政治部主任

委員 趙克石 65 総後勤部部長 南京軍区司令員 南京軍区参謀長

委員 張又侠 62 総装備部部長 瀋陽軍区司令員 北京軍区副司令員

委員 呉勝利 67 海軍司令員 海軍司令員、中央軍事委委員 副総参謀長

委員 馬暁天 63 空軍司令員 副総参謀長 国防大学校長

委員 魏鳳和 58 第二砲兵部隊司令員 副総参謀長 第二砲兵部隊参謀長  
（出所）各種報道から筆者作成（2013 年 2 月 18 日現在）。 
（注）（カッコ内）は筆者の予想。 
 

同じ 17 期 7 中全会で、副主席は許其亮の他にもう 1 人選出され、済南軍区の司令員

だった范長龍（65 歳）が主席に次ぐ常務副主席となった。まったく下馬評に上がって

いなかった済南軍区司令員の范長龍が、許其亮より上位の副主席に選ばれたのである。
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彼は、胡錦濤が中央軍事委員会主席に就任した 2004 年 9 月に、それまで務めていた総

参謀長助理のポストから現在の済南軍区司令員に転出した。これは胡錦濤が中央軍事委

員会主席に就任して初めての人事であることに加え、総参謀長助理から大軍区司令員へ

の昇進は「2 階級特進」であり、かつ済南軍区が首都防衛の戦略予備軍的位置づけであ

ることをあわせて考えれば、胡錦濤の信任が厚い人物と考えられる。しかし、総参謀長

を経験せず、大軍区の司令員が一足飛びに中央軍事委員会副主席に就任するのは前例が

ない。そうであるとすれば、考えられることとして陸軍が圧倒的多数を占める人民解放

軍において、制服組のトップはやはり空軍の許其亮ではなく、たとえ軍歴が劣ろうとも

陸軍の范長龍を起用し体裁を整えたのだろう。陸軍の面子を立てるための人事といえる。 
 空軍司令員だった許其亮（62 歳）は、軍歴から見ると范長龍を凌駕している。上将

の任命は許其亮のほうが 1 年早く、上将ポストである副総参謀長になったのも 2004 年

7 月で、范長龍の済南軍区司令員就任より 2 カ月早い。年齢差を考えると、許其亮のス

ピード昇進ぶりがわかる。序列的には范長龍に「上座」を譲った形の許其亮であるが、

年齢的に今後 2 期 10 年、副主席のポストを維持しうることも考えれば、1 期 5 年で退

くことになる范長龍よりも対外的な露出度は高くなると思われる。 
 ところで、許其亮、范長龍はともに軍令系である。江沢民時代から、副主席に軍政系

が 1 人入っていたこと（16 期、17 期の徐才厚 2004～2012）を想起すれば、軍政系の

副主席が当初想定されていたものの、適格者が不在で軍令系 2 人の布陣となったと考え

るのが自然かもしれない。そう考えた場合、下馬評に上がっていた張海陽（63 歳）（第

二砲兵部隊政治委員）、劉源（61 歳）（総後勤部政治委員）が適格者になれなかったの

は、2 人がともに失脚した薄熙来（前重慶市党委書記）に近かったからと推測される[高
橋 2013]。范長龍の副主席就任は、軍政系副主席の欠落によって余儀なくされた人事で

もあったのだろう。 
 
２ 国防部長 
 副主席の次に重要なのが国防部長のポストである。2 人の副主席が党中央政治局委員

を兼務し、国防部長が国務院の副総理級ポストである国務委員を兼ねるからである。第

17期中央軍事委員会で総装備部長であった常万全が2013年3月の全人代でこのポスト

に就くとされている。常万全は、2004 年に瀋陽軍区司令員から総装備部長に抜擢され、

中央軍事委員会入りした。では、なぜ留任で陸軍出身の総装備部長だった常万全が国防

部長にまわり、副主席にならなかったのか。それは常万全に総参謀部勤務の経験がなか

ったからだと思われる。范長龍は 2003 年 12 月から 2004 年 9 月まで総参謀長助理を経

験していたから、大軍区の司令員から直接、副主席への抜擢がありえたのだろう。1988
年の階級制度復活以来、歴代の軍令系副主席はすべて総参謀長あるいは副総参謀長を経

験してきた。その意味では范長龍は例外に属するが、かろうじて総参謀長助理の経験が

あったことで異例の昇進になったのだろう。常万全の場合、総参謀部勤務の経験のない
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国防部長は 1988 年の秦基偉以来である。 
 
３ 4 総部トップ 
総参謀部勤務の経験のない常万全が国防部長に抜擢されるのも近年では異例の人事

であるが、留任する中央軍事委員会委員の処遇として考えるなら妥当な人事といえよう。

陸軍出身の経験豊富な軍人だからである。ただし、本来ならば常万全の経歴的バランス

から考えて、総参謀長に就任するのが座りがよかったはずである。陳炳徳・前総参謀長

も総装備部長を経験してからの就任だった。ところが、総参謀長には北京軍区司令員の

房峰輝（61 歳）が抜擢された。房峰輝は 2009 年に行われた建国 60 周年軍事パレード

の総指揮であり、首都防衛の北京軍区司令員として胡錦濤の信頼が厚かったとみられる。

特にハイテク装備への理解が深く、その方面の著作もある[金 2010,304-314]。とはい

え、大軍区司令員が直接、総参謀長に抜擢されたのも、2002 年の梁光烈以来の異例な

人事で、従来は総参謀部、総政治部、総後勤部、総装備部の「4 総部」の中から選出さ

れるのが定例化していた。 
総参謀長候補としては、章沁生常務副総参謀長も有力な候補者のはずであった。しか

し、彼は現職に留められ、しかも党中央委員にも選出されなかった。これは章沁生が、

総参謀部勤務が長く、部隊経験は広州軍区司令員（2007～2009 年）程度で、基本的に

軍事教育・訓練、軍事戦略研究に特化した経験の持ち主であったことと関係があるのだ

ろう。総参謀部勤務経験は重要だが、そこに偏りすぎて地方の部隊経験が十分でなけれ

ば資格を満たさないということなのだろう。また、章沁生が人民解放軍の「国軍化」に

積極的であり、「党の軍隊」を堅持する党中央の意思にそぐわない思想の持ち主だとい

う評価があったことも関係したのかもしれない 2。いずれにせよ、房峰輝の抜擢から考

えれば、今回の人事の基準が部隊における実務経験、ハイテク兵器や情報化条件下の局

地戦に関する十分な知識が重視された結果と見ることができる。 
 総政治部主任は、広州軍区政治委員の張陽が抜擢された。ノーマークの異例な抜擢で

ある。広州軍区一筋の軍人で、四総部勤務の経験はないが、1979 年の中越戦争参戦経

験があるほか、「心理戦」「世論戦」「法律戦」のいわゆる「三戦」の台湾への適用で徐

才厚副主席の称賛を得るなど頭角を現していた（[金 2010,442-452；楊 2012]）。他方、

軍政系で中央軍事委員会入りの候補者として、第二砲兵部隊政治委員の張海陽と総後勤

部政治委員の劉源がいたことはすでに触れたが、ともに昇進は見送られ、現職にとどま

った。これが張陽に幸いしたと思われる。大軍区政治委員からの抜擢は、1987 年の楊

白冰（北京軍区政治委員）以来である。 
 総後勤部長に抜擢された趙克石、総装備部長に抜擢された張又侠は、ともに主席に就

任した習近平につながる人事である。趙克石は南京軍区司令員からの抜擢だが、彼は第

                                                   
2 「章沁生：『這些事不要説了』」『星島日報』2012 年 3 月 6 日

（http://www.singtao.com/yesterday/chi/0306eo02.html）を参照 

http://www.singtao.com/yesterday/chi/0306eo02.html
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31 集団軍（福建省厦門）の所属が長く、同様に福建省に長く勤務した習近平の「老朋

友」である（[楊 2012]）。とはいえ、趙克石は国防動員研究の専門家であり、軍の雑誌

に論文も執筆している。その意味では総後勤部長の適任者であることも事実である（[金 
2010,389-399]）。瀋陽軍区司令員から総装備部長に抜擢された張又侠は、彼の父・張宗

遜が習近平の父・習仲勲が第一野戦軍政治委員だった時の戦友であり、習近平に近いと

いわれる。張又侠は軍内太子党の一員とは言え、中越戦争（1979 年）の実戦経験を持

ち、情報化条件下の戦争に精通しているとされる実力派でもある（[金 2012,389-399]）。
趙克石、張又侠の 2 人は、習近平体制下の中央軍事委員会において側近的役割を担うこ

とになるかもしれない。 
 
４ 海軍・空軍・第二砲兵司令員 

海軍司令員に留任の呉勝利は、中央軍事委員会に留任で、しかも同じポストに留まる

こととなった。同じく中央軍事委員会に留任の許其亮、常万全が昇進したのと比べれば

冷遇されたように見えるが、他に行き場がないということでそういう結論にならざるを

得なかったのだろう。呉勝利はすでに指摘したとおり副総参謀長経験者であり、その経

歴から軍令系副主席あるいは国防部長の候補者にはなり得たのかもしれないが、軍令系

の副主席に空軍出身の許其亮と海軍出身の呉勝利を並べるわけにはいかなかったし、国

防部長はこれまで陸軍出身者以外就任していない。なお、彼は空母保有の推進派でもあ

り（[金 2010,196-204；楊 2012]）、中国初の空母「遼寧」の就役は彼の挙げた成果の

ひとつであろう。 
空軍司令員には、副総参謀長の馬暁天（63 歳）が就任した。馬暁天は、国防部長に

昇任するのではないかと見るものもいた。たしかに馬暁天は外見も非常にスマートで、

副総参謀長時代は対外的に軍のスポークスマン役を務めており、その経験と実績から見

れば国防部長にはうってつけの人物ではあった（[金 2012,67-76]）。しかし、空軍出身

の国防部長の前例がないことに加え、彼が国防部長になり、現司令員の許其亮が副主席

になると空軍司令員の後任に適任者がいない。結局、順当な人事として馬暁天は許其亮

の後任の空軍司令員に昇任し中央軍事委員会入りすることになった。 
第二砲兵部隊の司令員には、副総参謀長の魏鳳和（中将、58 歳）が就任した。第二

砲兵部隊は海軍、空軍と比べるとはるかに人員の少ない、せいぜい 12、3 万人程度の

軍種である。事実上の戦略ミサイル部隊であり、中央軍事委員会の直属であって、独立

軍種ではあるが制服は陸軍と同じであり、部隊の歴史も 1966 年からと浅い。魏鳳和の

前任である靖志遠が就任するまで、第二砲兵部隊は生え抜きの司令員を出すことはなか

った。魏鳳和は二代続けての第二砲兵部隊生え抜きの司令官ということになる。魏鳳和

は、第二砲兵部隊から初めて任用された副総参謀長であり、解放軍の中では次の司令員

を魏鳳和にすべく、すでに人事的な手を打ってきたということになる。中央軍事委員会

委員就任直後の 2012 年 11 月 23 日、魏鳳和は上将に昇進した。中央軍事委員会主席に
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就任した習近平による最初の上将人事であった。 
 
５ 特徴 
 今回の中央軍事委員会人事は、すでに指摘した通り、過去の昇進パターンが踏襲され

ない抜擢人事が目立つという意味で意外性のあるものだった。そこには、既述のとおり

薄熙来失脚事件の影響も窺われる。ただし、大軍区からの抜擢が多いことから見て、任

用において部隊実務の経験が重視され、人民解放軍のめざす情報化条件下の局地戦争を

指導する上での経験や専門知識が選考において重視されたものと思われる。薄熙来失脚

事件後、人民解放軍の中で中央軍事委員会主席に対する忠誠が強調されたが 3、それも

選考の基準になった可能性はあるものの、忠誠の度合いを測る客観的尺度が存在せず、

恣意的な評価にならざるをえないとすれば、「忠誠の評価」に名を借りた「情実人事」

に陥りかねないだろう。「忠誠」は、強調はされても人事の指標にはなり得ない。 
 さらに、選抜された陣容を見れば、江沢民が任命した上将が誰もいないという現実か

ら見ても、江沢民の影響はほぼ払拭されたといっていいだろう。しかし、かりに胡錦濤

の意思を反映した人事であるとしても、習近平に近い人物も入っていることから一定の

バランスにも配慮されたことがわかる。 
 胡錦濤は、党・軍から完全引退した。ただし、後任の習近平は胡錦濤や江沢民といっ

た軍歴のない指導者とは異なる。父親の習仲勲は副総理も務めた大物だが、初代国防部

長を務めた彭徳懐が国共内戦末期に第 1 野戦軍兼西北軍区の司令員だった時の、そのパ

ートナーである政治委員であった 4。これは軍人に対して非常な重みになる。習近平自

身も、清華大学卒業後に最初に得たポストは中央軍事委員会弁公庁における中央軍事委

員会秘書長だった耿飈の秘書であり、そのとき習近平は軍の制服を着ていた。つまり軍

歴がないわけではない 5。しかも、夫人の彭麗媛は人民解放軍歌舞団の団長で、国民的

人気のある歌手であり、少将の階級を持つ軍人である。よって、軍の中で習近平は「身

内」同然と思われているはずであり、習近平自身、軍歴がなかった江沢民や胡錦濤が抱

いたはずのコンプレックスとは無縁であろう。 
 ただし、だからといって習近平が軍に都合のいい指導者ということにはならない。軍

のことに口を挟まず、軍の意向に忠実な指導者が軍に都合のいい指導者であり、軍につ

いての経験や知識がない指導者のほうが軍にとってはありがたい。軍歴のない江沢民や

胡錦濤は、人事とカネ（予算）で軍をコントロールしようとしてきた。江沢民は主席在

任中に行った上将人事（1993 年 6 月～2004 年 6 月）において上将 79 人を任命し軍権

を固めたが、胡錦濤が主席在任中（2004 年 9 月～2012 年 7 月）に授与した上将は 45
                                                   
3 例えば本報評論員「把穏中求進的要求落到実處」『解放軍報』2012 年 4 月 6 日を参照。 
4 「習仲勲生平年表」『中紅網』

http://www.crt.com.cn/news2007/News/spnb/2006-10/16/10162175_5.html を参照。 
5 習近平の経歴については、「習近平簡歴」『新華網』

http://news.xinhuanet.com/ziliao/2002-02/22/content_286763.htm を参照。 

http://www.crt.com.cn/news2007/News/spnb/2006-10/16/10162175_5.html
http://news.xinhuanet.com/ziliao/2002-02/22/content_286763.htm
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人にとどまり、しかも今回改組される前の第 17 中央軍事委員会メンバー10 人の内、胡

錦濤が任命した上将は 3 人（許其亮、常万全、呉勝利）にすぎなかった。上将は中央軍

事委員会主席から直々に授与される軍の階級における事実上の最高位であり、主席が基

本的に 2 期 10 年を務めるとなれば、上将を授与された軍人にはそれなりに主席に対す

る忠誠が期待できる。江沢民によって上将の階級を授けられた中央軍事委員会委員が多

数を占める中央軍事委員会の構成から考えても、胡錦濤の軍権掌握に疑問符が付けられ

てきた理由の一端が窺われる。 
 今回の中央軍事委員会メンバーは、10 人中 9 人が胡錦濤の上将任命である。残る 1
人は魏鳳和であり、彼が初めての習近平による上将人事であったことはすでに触れた。

引退した胡錦濤が習近平に残したのは、胡錦濤が上将に任命した将軍たちの中央軍事委

員会であり、今後 5 年は、極論すれば習近平は彼らとその背後にいる胡錦濤に監視され

ることになる。副主席の 2 人は党中央政治局のメンバーになり、また政治局委員には胡

錦濤直系の共青団出身者が数多くいるから、習近平を頂点とする政治局常務委員会もま

た間接的に胡錦濤に監視されるということもできよう。 
 
Ⅱ 第 18 回党大会報告に見る軍近代化路線と戦略 
 
 党大会における報告の国防関係部分は、報告全体の中で占める分量は多くはない。パ

ラグラフの数でいえば、第 18 回党大会報告（[胡 2012]）が 6 で、第 17 回報告 6が 5、
第 16 回報告 7が 6 であった。過去の例に鑑みると、まず国防の全体的な発展の方向を

示す冒頭のパラグラフ、軍隊建設の指導思想を述べる第 2 パラグラフ、党の軍に対する

絶対的指導を強調する第 3 パラグラフ、軍隊建設の発展目標を提示する第 4～5 パラグ

ラフ、国民の国防意識の高揚を訴える最後のパラグラフといった組み立てになっていた。

第 18 回党大会報告における国防部分も概ねこれを継承している。ここでは、第 18 回

党大会報告の記述を、2002 年の第 16 回、2007 年の第 17 回党大会報告と比較しつつ

検討を進める。 
 まず、冒頭のパラグラフから見ていくことにする。第 18 回党大会報告の中の国防部

分では、「わが国の国際的地位にふさわしく、国の安全保障と利益に適応した、強固な

国防と強大な軍隊を建設することは、わが国現代化建設の戦略的任務である」の述べ、

大国・中国にふさわしい軍事力を保有する意志を明確にしている。第 16 回党大会報告、

第 17 回党大会報告の国防部分では、中国の「国際的地位」への言及はなかった。中国

の自信の深まりを感じさせる。 

                                                   
6 「中国共産党第 17 回全国代表大会」『人民網（日本語版）』

http://j.people.com.cn/2007/11/02/jp20071102_79086.html を参照。 
7 「第 16 回党大会を迎え」『人民網（日本語版）』

http://j.people.com.cn/2002/11/18/jp20021118_23400.html を参照。 

http://j.people.com.cn/2007/11/02/jp20071102_79086.html
http://j.people.com.cn/2002/11/18/jp20021118_23400.html
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 続いて述べられている「わが国が直面している生存面の安全保障問題と発展面の安全

保障問題、伝統的な安全保障面の脅威と非伝統的安全保障面の脅威は相互に交錯してお

り、これは国防と軍の現代化建設面で大きな発展を遂げるよう求めている」という表現

は、同様に前 2 回の党大会報告に見られなかったもので、抽象的な表現であり具体的に

何を指すかは明示されていないが、例えば 2008 年の四川大地震など自然災害での軍の

救援・復興活動などが含まれるのであろう。 
 さらに続けて、「あくまでも国の核心となる安全保障面での必要を導きとし、経済建

設と国防建設を統一的に計画し、国防と軍の現代化建設の“三段階”戦略構想に従い、機

械化と情報化の建設という二重の歴史的任務の達成を加速し、2020 年までに機械化と

情報化の建設で重大な進展を収めるよう目指さなければならない」と述べているが、こ

こで言う「三段階戦略構想」とは、①2010 年までに確固とした基礎を築き、②2020 年

までに機械化をおおむね実現し、また情報化の建設においても大きな進展をなしとげ、

③21 世紀中期（2050 年）までに国防と軍隊の現代化の目標を基本的に実現しようとす

る構想 8を指す。この構想への言及は前 2 回の党大会報告では見られないが、今回の報

告で言及したことはこの戦略構想の第 2 段階が順調に進展していることを窺わせる。ま

た、「経済建設と国防建設を統一的に計画し」という部分は第 17 回党大会報告を引き継

ぐものであり、「機械化と情報化の建設という二重の歴史的任務」は第 16 回党大会報告

に「機械化整備と情報化整備の二重の歴史的任務」という同様な表現があり、第 17 回

党大会報告においても「機械化と情報化の複合的発展」という表現が見られることから、

基本的にこの路線が継承されていることがわかる。 
 第 2 パラグラフでは、従来通りの毛沢東思想に始まり、鄧小平、江沢民と続く軍の指

導思想が羅列されているが、第 17 回党大会報告で見られた「科学的発展観を国防と軍

隊建設の重要な指導方針」とするという記述が第 18 回党大会報告では欠落している。

第 18 回党大会で党規約改正案が採択され、胡錦濤が提唱してきた「科学的発展観」が

「重要思想」に格上げされたことで、毛沢東思想や鄧小平理論、江沢民の「3 つの代表」

と同列の指導理念となったことを考えれば奇異な印象を受ける。ただし、「科学的発展

観」という言葉をそのまま使わないまでも、第 3 パラグラフに「あくまでも国防・軍建

設の科学的発展を推進することをメインテーマとして、戦闘力生成モデルの転換加速を

主軸として、軍の革命化、現代化、正規化の建設を全面的に強化する」という記述があ

ることはある。しかし、印象論でいえば、「科学的発展観」のトーンが下がった感があ

ることは否めない。 
 また、第 2 パラグラフ後段では、「軍事面での戦略的指導を時代の流れに沿って強化

し、海洋、宇宙、サイバースペースの安全保障に重大な関心を払い、平時における軍事

力の運用を積極的に立案し、軍事闘争の準備を絶えず拡大・深化させ、情報化条件下の

                                                   
8 国務院新聞弁公室『2010 年中国的国防』中華人民共和国中央人民政府網

http://www.gov.cn/jrzg/2009-01/20/content_1210075.htm を参照。 

http://www.gov.cn/jrzg/2009-01/20/content_1210075.htm
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局地戦に勝利する能力を核心とした、多様化した軍事任務を完遂する能力を高めなけれ

ばならない」と述べているが、「海洋、宇宙、サイバースペース」への言及は前 2 回の

報告にないものであり、軍事力の適用範囲の積極的な拡大を意図していることが窺える。

なお、「軍事闘争の準備」以下の踏み込んだ記述は第 17 回党大会報告の第 3 パラグラ

フにある「情報化の軍隊を作り上げて情報化の戦争で勝利をかちとる」という部分を発

展させたものといえるだろう。 
 第 3 パラグラフでは、従来からの「党の軍に対する絶対的指導」に加えて、ここでも

「確固不動に情報化を軍の現代化建設の発展方向とし、情報化建設の発展の加速を推し

進める」としているが、これは先に指摘した第 17 回党大会報告の第 3 パラグラフを敷

衍したものと見ることができる。パラグラフをまたいで「情報化」に言及するのは、そ

れだけ「情報化」を重視していることの反映なのであろう。 
 第 4、第 5 パラグラフでは、世界の軍事的趨勢への対応を基調に、中国の目指す発展

目標が掲げられているが、第 18 回党大会報告では「中国の特色ある」という修辞が 3
回（第 3 パラグラフを含めると計 4 回）繰り返されていることが目を引く。第 16 回党

大会報告では 1 度も使われず、第 17 回党大会報告では第 1 パラグラフ、第 2 パラグラ

フにそれぞれ言及があり、2 回使われている。これは一体何を意味しているのか。 
 「中国の特色ある」という言い方は、鄧小平によって市場経済が導入されたことによ

る社会主義の変質を肯定するために用いられた「中国の特色ある社会主義」という言い

方から始まったと理解してよいであろう。この場合、含意するのは「中国共産党の指導

による社会主義市場経済」ということになる。現在では「中国の特色ある」という修辞

はいろいろなものに被せられており、最大公約数的に言えば、やはり「中国共産党の指

導」や「中国の実情に即した」という含意があるだろう。しかし、それが頻繁に使われ

ると、自分たちのやり方、考え方、すなわち「中国式」を是とする自意識、自信の表れ

とも感じられる。 
 ただし、第 5 パラグラフ冒頭の「あくまでも中国の特色ある軍民融合型発展の道を歩

み、あくまでも富国と強軍を統一させ、軍民融合の発展戦略計画、体制メカニズム、法

規建設を強化する」という記述を読むと、「富国強兵の軍国主義中国」をイメージせざ

るを得ない。そこにあるのは中華思想的唯我独尊の中国ということになる。なお、「富

国と強軍を統一させ」という表現は第 17 回党大会報告の第 1 パラグラフにも同様の記

述がある。 
 第 18 回党大会報告の最後のパラグラフは、前 2 回の党大会報告とやや趣を異にして

いる。前 2 回は国民の国防意識の高揚を訴え、第 16 回党大会報告では「各クラスの党

組織と政府、広範な人民大衆は国防と軍隊の建設に関心を寄せ、それを支持しなければ

ならない」とあり、第 17 回党大会報告では「全国民の国防意識を増強させ、国防動員

システムを充実させ、国防動員体制の整備を強化し、予備役部隊と民兵の建設の質的向

上に努める」とある。 
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 ところが、第 18 回党大会報告では国防意識に触れることなく、これまでの例になか

った中国の国防政策の正当性を訴えている。「中国は防御的な国防政策を遂行しており、

国防建設を強化する目的は国の主権、安全保障、領土保全を擁護し、国の平和的発展を

保障することである。中国軍は終始、世界の平和を擁護する確固たる力であり、これま

でと変わることなく各国との軍事協力を強化し、軍事面での相互信頼を増進し、地域と

世界の安全保障実務に参画し、国際政治と安全保障の分野で積極的な役割を果たす」と

いう文言は、中国の国防近代化政策、富国強兵路線が引き起こしかねない「中国脅威論」

を打ち消すための「言い訳」と理解すべきだろう。 
 同様に、対外的配慮が感じられるのが、第 18 回党大会報告の生態文明建設の部分に

ある「海洋資源開発能力を高め、海洋経済を発展させ、海洋の生態環境を保護し、国の

海洋権益を断固擁護し、海洋強国を建設する」という記述である。中国は 2010 年に「海

島保護法」を公布しており、中国の領有する島嶼および周辺海域における生態環境の保

護、経済権益の確保に加え、領海基線を守り、国家主権を示す上で軍の役割もここに加

わる。ただし、南シナ海におけるフィリピン、ベトナムとの軋轢に加え、東シナ海でも

尖閣諸島をめぐり日中関係が緊張している折に、「海洋強国の建設」を国防の部分に入

れることをしなかったのは、中国共産党なりに周辺諸国に配慮したものと受け止めるこ

とができる。 
 第 18 回党大会報告の国防部分は、中国が基本的に胡錦濤時代の国防建設の路線を継

承することを確認するものである。ただし、特筆すべきこととして、大国である中国に

ふさわしい軍事力の構築を目指す意欲が示されており、ここに軍拡路線がさらに強化さ

れる可能性があることは否定できない。また、狭義の国防に限定せず安全保障を非伝統

的分野に拡大することで軍事力の活用範囲を広く捉えようとする意欲も見て取れる。さ

らに、宇宙やサイバースペースの安全保障を明記したのは、情報化条件下での戦争を強

く意識したものと見ることができる。 
   
Ⅲ 習近平のリーダーシップと軍の掌握――「文民統制」の見地から 
 
 中央軍事委員会人事についての分析でもすでに触れたが、習近平は党・軍のトップに

なったとはいうものの、前任者である江沢民や胡錦濤の影響力を排除できてはいない。

むしろ、江沢民や胡錦濤の人事的繋がりのバランスの上に乗った「派閥均衡」政権が習

近平体制の特徴であり[矢板 2012,7]、その意味において習近平がリーダーシップを発

揮できる余地は少ない。もっとも、習近平の人物像においては、もともと「人の意見を

よく聞く」という定評がある。いわば習近平は「調整型」指導者であって、そのことは

習近平自身が文革時代に農村に下放された経験から身につけた「自分を主張しない」性

格と表裏一体なのかもしれない。ともあれ、習近平体制が「派閥均衡」の下で立ち上げ

られたことが制約となり、習近平は「調整型」の指導者として行動する以外の選択肢を
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持たないといえる。 

 とはいえ、リーダーとなったからには習近平体制への求心力を確保する必要がある。

そのための材料として、尖閣諸島をめぐる主権問題はこれ以上ない絶好のターゲットで

あろう。「日本は世界の反ファシズム戦争勝利の成果を意図的に否定し、戦後国際秩序

に挑戦している」という習近平の発言 9は、尖閣問題を歴史問題に関連付け、さらに反

ファシズム戦争勝利で同じ立場に立つ米国を揺さぶり、米国の「日米安保条約の適用範

囲に尖閣諸島は含まれる」とする言及をも排除しようとする意図を汲み取ることができ

る。徹底して日本「孤立化」を画策する姿勢を見せることで国民の「愛国心」を鼓舞し、

それを政権への求心力にしたいという意欲を見て取ることができるのである。もちろん、

尖閣諸島は日清戦争後の下関条約で日本に割譲されたものではなく、またサンフランシ

スコ講和条約で日本が放棄した領土にも含まれてはいないから、中国の主張は日本から

見れば「歴史の捏造」であり噴飯ものであるが、反日教育に長年にわたって影響を受け

てきた中国民衆にはアピールすることになる。 
 つまり、発足後間もない習近平政権にとり、喫緊の課題は政権の足元を固めることで

あり、そのための有力な手段が「愛国主義」ナショナリズムであるとすれば、それに逆

行する対日関係の改善に積極的に舵を切る動機は乏しいと言わざるをえない。尖閣問題

で習近平政権は強硬な姿勢を貫くことで、人民解放軍の中で求心力を高め、ひいては国

民の政権への支持に繋げたいのであって、そうした状況にある中国に緊張緩和を求める

ことを期待するのは難しいであろう。 
 その一方で、尖閣諸島をめぐる日中の領有権を巡る対立は、日本側の冷静さと比べ中

国側の好戦的傾向が際立つ。とくに中国のメディアに登場する人民解放軍の論客は、こ

ぞって「日本何するものぞ」という姿勢で主戦論を展開している。ここでは個別の発言

を取り上げるつもりはないが、彼らは一体、誰（あるいは何処）の意向を代表して発言

しているのか。個人の意向の表明なら、それを許容しているのは誰（あるいは何処）な

のか。いずれにせよ詮索の域を出ない作業にならざるをえないだろうが、これらの好戦

的発言に世論が刺激されるとすれば、場合によっては現在の中国の政策決定にも影響し

かねない。しかし、それ以上に問題があると思われるのが、中国における「文民統制」

（シビリアン・コントロール）であろう。 
 尖閣問題で強硬な論陣を張っている軍人は、羅援（中国軍事科学学会副秘書長、少将）、

彭光謙（中国政策科学研究会国家安全政策委員会副秘書長、少将）、徐光裕（中国軍備

管理軍縮協会理事、少将）、楊毅（東北アジア開発研究員常務副院長、少将）等の名が

挙げられる。ただし、彼らの肩書から察せられるように、現役ではなく退役少将である。

                                                   
9 「中国、尖閣の『歴史問題化』狙う＝習副主席『日本は戦後秩序に挑戦』」時事通信、2012
年 9 月 20 日 http://www.jiji.com/jc/zc?k=201209/2012092000647&g=pol を参照。 

http://www.jiji.com/jc/zc?k=201209/2012092000647&g=pol
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退役とはいえ、彼らの所属はいずれも人民解放軍直系のシンクタンクであり、その発言

が人民解放軍の意思と全く関係がないと考えるのは難しい。 
 では、彼らは現役の軍人ではないから好戦的強硬論を展開し、そうした発言が許容さ

れているのだろうか。そんなことはないはずであり、例えば朱成虎（国防大学教授、少

将）はれっきとした現役であるが、2005 年 7 月に、「米国が台湾海峡での武力紛争に

介入し中国を攻撃した場合、中国は対米核攻撃に踏み切る用意がある」と発言し米国を

牽制したことがある 10。同じ現役組でもっと「大物」に、劉亜洲（国防大学政治委員、

空軍上将）がおり、反日の論陣を張る論客として知られる。羅援の場合は、いまだに軍

服姿でテレビに出ていることがYouTubeなどの映像情報でも確認でき、とても退役少将

には見えない 11。人民解放軍の場合、現役と退役の差が歴然としておらず、実にあいま

いと言わざるをえない。 
 ひるがえって現在の日本では、少なくとも現職の自衛官が中国に対する主戦論を主張

することなどあり得ない。そのような言動をすれば、すぐさまメディアによって「シビ

リアン・コントロールに反する行為だ」とされ、批判は免れない。自衛隊 OB でも、頻

繁にメディアで派手な対中非難や武力行使を是とする論陣を張る者は見当たらない。自

衛官も「軍人」として捉えれば、日本より中国のほうが言論の自由があるかのように見

えるのは大いなる皮肉であろう。 
 他方、尖閣海域においては、あいかわらず中国の公船による日本領海への接近や侵犯、

さらには中国国家海洋局所属の航空機による領空侵犯も起きている。中国外交部スポー

クスマンによれば、これは正常な活動であるとしており、日本の対応、とりわけ航空自

衛隊によるスクランブルを「正常な巡視飛行の妨害だ」と非難する始末である。軍もま

た、戦闘機を日本の防空識別圏に進入させている。こうした部分を取り上げれば、中国

は統率のとれた対応をしていることが分かる。中国は尖閣諸島の主権が自分たちのもの

であることを既成事実とすべく、党・軍・政府が一体化し対応しているのである。現状

では、メディアで主戦論を唱える中国の軍人たちは、そのための強力な応援団に見える。 
 ところで 2012 年 12 月、防衛省防衛研究所が『中国安全保障レポート 2012』を公表

した[防衛省防衛研究所 2012]。年次報告の 3 回目となる今回は、中国人民解放軍に対

する「文民統制」をテーマとしている。結論を要約して言うと、中国における人民解放

軍に対する「文民統制」、すなわち中国共産党による絶対的指導はゆるぎなく行われて

いる。外部の観察による疑義、たとえば 2010 年のゲーツ米国防長官訪中時に合わせた

ステルス戦闘機「殲 20」の試験飛行や 2007 年 1 月の中国の弾道ミサイルによる「衛星

破壊実験」を、胡錦濤に代表される党中枢や国務院（政府）に知らされずに実行された

                                                   
10 Office of the Secretary of Defense，Military Power of the People's Republic of China 
2006, p.28. http://www.defense.gov/pubs/pdfs/China%20Report%202006.pdf. 
11 「まるで宣戦布告！羅援少将『尖閣近海で軍事演習を』」YouTube, 
http://www.youtube.com/watch?v=FjL50HG9vHo。 

http://www.defense.gov/pubs/pdfs/China%20Report%202006.pdf
http://www.youtube.com/watch?v=FjL50HG9vHo
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のではないか、という点については軍と政府（国務院）との調整の不備の結果であり、

これをもって中国における党の軍に対する「文民統制」の破綻を示すものではない、と

されている。 
 同レポートは周到な情報収集をもとにまとめられた労作だと評価できるだろう。しか

し、同レポートで言うところの中国における軍に対する「文民統制」が、軍の組織、軍

事関連法規などを含め制度面で徹底されていることは理解できるが、はたして「党軍関

係」だけで「文民統制」を論じる妥当性があるのだろうか。軍と政府部門の調整に問題

があるとすれば、それこそ「文民統制」の問題ではないか、という基本的な部分で違和

感を覚える。西側の常識では、先に挙げた「殲 20」の試験飛行や衛星破壊実験を党や

政府のトップが知らなかったということになれば、シビリアン・コントロールが機能し

ていないとみなされる。いうなれば「軍部の暴走」である。 
 もちろん、民主主義国家と社会主義国家とでは「文民統制」の考え方、定義が違うと

いう議論もあろう。しかし、共産党の絶対的指導体制が制度的に確保されていることを

社会主義国の「文民統制」と定義付けたところで、ではそれが守られていれば「軍部の

暴走」はない、と言い切れるだろうか。これは極端な例だが、2012 年に起きた薄熙来

失脚事件に絡んで、薄熙来と周永康（中央政治局常務委員、中央政法委員会書記）が人

民解放軍も巻き込んでクーデターを画策していたという話もある 12。これがたとえ「作

り話」であったにせよ、そんな話が出てくる背景に、中国の「文民統制」の脆弱さが垣

間見えるとしたら言い過ぎだろうか。「党の絶対的指導」は権力闘争で党内が割れれば

ほとんどその機能を失ってしまう。 
 また、中国において、軍が党の絶対的指導を受け入れているにせよ、最近の共産党の

文民指導者はほとんど軍歴がない。毛沢東や鄧小平が軍を権力基盤とするとともに、こ

れを抑えることができたのは、彼らに軍事的な指導経験があり、強力なリーダーシップ

があったからだ。江沢民以降の指導者にそれを期待することはできない。習近平は、す

でに述べたとおり最初に就いたポストが中央軍事委員会弁公庁の書記で、その時は軍服

を着ていたから軍歴はあると言えるものの、実際の部隊勤務の経験はないから、軍事に

ついては素人であるのは間違いない。 
 こうした現実がある中で、もし党中央で軍事的行動に出るかどうか政策決定を迫られ

た時、どうなるか。党の指導者は、軍事について素人であるがゆえに軍人の意見に大き

く影響されることになる蓋然性が高い。これが米国なら、大統領は国防総省や軍部の意

見とは別に、第三者的立場にあるシンクタンクに政策オプションを検討させることがで

きる。しかし、中国の場合はそもそも第三者的に軍事を研究するシンクタンクが存在し

ない。存在するのは、人民解放軍幹部の天下り先のシンクタンクしかない。 
 人民解放軍の最高意思決定機関である中央軍事委員会にせよ、構成員の中で文官は主

                                                   
12 Bill Gertz,“China Probes Police Official After Obama Administration Rejected 
Asylum Request,” The Washington Free Beacon, February 10, 2012. 



機動研究成果報告『中国 習近平政権の課題と展望―調和の次に来るもの』 アジア経済研究所 2013 年 
 

14 
 

席の習近平だけであり、残りの 10 人はすべて軍人である。中央軍事委員会主席は事実

上の人民解放軍最高指揮官であるから、「主席責任制」を採り、決定に当たっては主席

が責任を持つ。しかし、軍事に関して素人である習近平が、10 人の職業軍人メンバー

の反対を押し切って軍事行動に関する決定をするとした場合、相当な抵抗に直面するこ

とは想像に難くない。 
 しかも人民解放軍は「中国共産党の軍隊」であり、国家の軍隊ではない。人民解放軍

を動かせるのは党だけであり、国務院にその権限はない。国務院にある国防部は、人民

解放軍の対外的関係を扱うだけの部署でほとんど組織としての体をなしていない。つま

り日本の防衛省のように多数の文民官僚を擁しているわけではない。また、国務院総理

に軍を指揮する権限は与えられておらず、国防部を通じて指令を出すことも認められて

いない。党においても、指揮命令を下す権限があるのは、中央軍事委員会、あるいは同

委主席の習近平だけということであるならば、それを除けば中国の国内的な人民解放軍

の行動に対する拘束要因は、極論すれば軍事関連法規くらいしかないのではないか。 
 軍と政府の調整に問題があるとすれば、それは人民解放軍が「党の軍隊」であること

に起因する。政府を超越し、その拘束を受けない人民解放軍であり、軍事に関しては素

人の党指導者を自在にコントロールできるとしたら、中国における「文民統制」はほと

んど意味をなさない。そうした前提で尖閣諸島をめぐる緊張の中での中国の行動を見る

とき、われわれは中国の政治指導者の発言はもとより、人民解放軍の動き、関係する人

物の言動に一層の注目をしなければならない。 
 繰り返しになるが、軍歴があるとはいえ軍事に素人である習近平にとって、軍の掌握

はけっして容易なことではない。江沢民にせよ、胡錦濤にせよ、軍内で求心力と権威を

確立するために長時間を要したことを考えれば、習近平の軍掌握もそれなりの時間を要

すると見るべきであり、その間、軍の独断専行は十分に起こりえると考えなければなら

ない。 
 
Ⅳ 人民解放軍の動態――海軍の動向と軍近代化のめざす戦略 
 
 中央軍事委員会主席が胡錦濤から習近平に変わったとはいえ、中国の軍事戦略が急に

変更されるわけではない。その意味でいえば、近年の中国の軍事動向が基本的には継続

されていくことになる。特に注目すべきは、中国海軍の動向であり、東シナ海、南シナ

海での中国の主権の主張を強める動きとみごとに同調している。 
 そうした軍事的視点で中国の海軍戦略から見ると、日中間の緊張のシンボルとなって

いる尖閣諸島は、後述する第一列島線の内側、つまり中国側にあり、台湾海峡と琉球列

島をにらむ位置にある。これは東シナ海を「中国の海」にする上で戦略上大きな障害と

なる。1971 年、もともと海底資源を当て込んで領有権の主張をはじめた中国にとって、

現在では海底資源以上に戦略的にみて尖閣諸島をわがものにしておく必要があると考
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えていると思われる。 
 具体的に言うと、かりに中国が尖閣諸島を占領した場合、その海域と上空の管理が中

国のものとなり、上空に早期警戒管制機（AWACS）を待機させれば、中国海軍にとっ

て太平洋への出入り口となる宮古海峡はおろか、沖縄本島までレーダーの管制が届く事

態となる。海上自衛隊の誇る P3-C 哨戒機すら満足に行動することが難しくなるのであ

る。 
 その一方、国慶節（建国記念日）を間近に控えた 2012 年 9 月 25 日、大連で長期に

渡る修復作業が続けられていた旧ソ連海軍の空母「ワリヤーグ」は、「遼寧」と命名さ

れ正式に中国海軍に編入された。中国初の空母となった「遼寧」は、当面は艦載機の離

発着訓練等に使われることになる。基本的には、本格的な国産空母の誕生をめざし、空

母運用を習熟させるための練習空母という位置づけである。しかし、中国海軍はすでに

空母を中核とする機動部隊を想定した訓練を開始したことを窺わせる報道も出てきた。 
 『朝日新聞』2012 年 11 月 29 日付け報道 13によれば、「中国海軍のミサイル駆逐艦な

どが 28 日、沖縄本島と宮古島の間の海域を通過し、西太平洋に入った。国営新華社通

信は、軍内で空母のことを指す『大型水上艦艇』を護衛する訓練が目的としている。中

国軍初となる空母『遼寧』（約 6 万 7 千トン）の実戦配備に向けた動きだ。通過したの

は東海艦隊（司令部・浙江省寧波）のミサイル駆逐艦『杭州』と『寧波』のほか、フリ

ゲート艦の『舟山』と『馬鞍山』や補給艦。艦載ヘリコプターも同行している」という

ことであった。この報道では、「遼寧」の実戦配備に向けた動きと分析しているが、ま

だ艦載機訓練の緒についたばかりで、しかも空母にとって実戦で必要とされる高速航行

ができない「遼寧」の実戦配備は考えにくい 14。 
 しかしながら、その一方で中国は南シナ海で実効支配強化のための法整備も進めてい

る。『読売新聞』2012 年 11 月 30 日付け報道 15では南シナ海の管轄海域確保を目指し設

立された「海南省三沙市を抱える同省の人民代表大会（省議会に相当）常務委員会は

11 月 27 日、『海南省沿海国境警備治安管理条例』の改正案を可決した。外国船舶によ

る①領海通過時の不法な停船、②島嶼への不法上陸③国家主権や安全を損なう宣伝活動

の実施――などを違法行為と規定し、違法行為があった場合、地元当局などが臨検や差

し押さえをできるように修正した」とされる。これと同様に、東シナ海でも「法律戦」

の一環として中国が一方的な法律措置を取る可能性が出てきたと考えられる。 

                                                   
13 「中国軍艦、また宮古島沖通過 空母実戦配備へ訓練」『朝日新聞』2012 年 11 月 29 日、

http://digital.asahi.com/articles/TKY201211281036.html?ref=comkiji_txt_end_kjid_TK
Y201211281036 
14 阿部純一「中国初の空母『ワリヤーグ』が訓練用にしか使えない理由」Japan Business 
Press、2011 年 8 月 31 日 http://jbpress.ismedia.jp/articles/-/20324 を参照。 
15 「中国、南シナ海実効支配強化 外国船規制進める」『読売新聞』2012 年 11 月 30 日

http://www.yomiuri.co.jp/world/news/20121130-OYT1T01371.htm?from=ylist（現在リン

ク切れ）。 

http://digital.asahi.com/articles/TKY201211281036.html?ref=comkiji_txt_end_kjid_TKY201211281036
http://digital.asahi.com/articles/TKY201211281036.html?ref=comkiji_txt_end_kjid_TKY201211281036
http://jbpress.ismedia.jp/articles/-/20324
http://www.yomiuri.co.jp/world/news/20121130-OYT1T01371.htm?from=ylist


機動研究成果報告『中国 習近平政権の課題と展望―調和の次に来るもの』 アジア経済研究所 2013 年 
 

16 
 

 第 18 回党大会終了後のこの 2 件の動きは、いずれも習近平政権誕生後の動向として

注目しておくべきだろう。また、2012 年 9 月の日本政府による「国有化」以降、尖閣

諸島海域にほぼ毎日、監視船「海監」を出動させている国家海洋局の存在にも注目して

おく必要がある。国家海洋局トップの劉賜貴局長は福建省泉州の出身で、習氏が福建省

長を務めていた 2000～2002 年の約 2 年間、福建省海洋・漁業局長のポストにあり、習

氏とは近い関係にあった。劉氏はその後、厦門市長を経て 2012 年 2 月に海洋局長に転

じた 16。尖閣諸島海域への執拗な海洋監視船の展開が習近平の指示であるという見方も

できるからである。 
 なお、国家海洋局と中国海軍との関係は緊密である。1964 年の国家海洋局設立に深

く関わっていたのが当時の鄧小平党総書記と国務院副総理であった聶栄臻元帥であり、

聶栄臻元帥が鄧小平に国家海洋局の海軍による代理管理を提案した経緯がある 17。国家

海洋局は 1965 年には青島に北海分局、寧波に東海分局、広州に南海分局を設置したが、

この分局の配置は、中国海軍の北海艦隊、東海艦隊、南海艦隊という部隊配置と対応し

ており、まさに同じなのである。国家海洋局は、この設立の経緯から見ても「海軍別働

隊」と見ることができる。 
 2012 年 2 月 6 日付けの『日本経済新聞』によれば、中国近海での巡視活動などを担

う国家海洋局の劉賜貴局長は呉勝利海軍司令員と会談し、海洋権益の確保へ連携を強め

ることで一致したとされている 18。呉勝利海軍司令員は今回の党大会で留任したが、彼

の経歴を見ると 1997 年から 2 年間、海軍の福建省基地司令員をしている 19。習近平が

福建省党委員会副書記の時代であり、両者に何らかの接点があったとしても不思議では

ない。 
 そうだとすれば、尖閣諸島海域での中国側の行動は、国家海洋局と海軍の連携によっ

て今後ますます日本に対し挑発的姿勢を強めてくることを想定すべきだろう。実際に、

2012年12月13日には国家海洋局の航空機が尖閣上空に飛来し、領空侵犯をしている。 
 しかし、中国は日本の対応を注視していると同時に、米国の反応も観察している。米

国が手を出しにくい環境の中で、中国が日本の尖閣諸島の実効支配を破ろうとするなら、

「日本が先に手を出した」という状況を作り出したいはずだ。日中が緊張状態になって

以後、中国を訪問し軍関係者と接触した人の話では、「日本はいつ海上自衛隊を出して

くるのか」ということに異様なこだわりを見せていたという 20。「先に軍を出してきた

                                                   
16 「尖閣での“強硬姿勢”の裏に 中国が目指す『海洋強国』のキーマン」『産経新聞』2012
年 11 月 28 日、http://sankei.jp.msn.com/world/print/121128/chn12112809000001-c.htm
を参照。 
17 毛利[2011]を参照。 
18 「中国海洋局と海軍、権益確保へ連携」『日本経済新聞』2012 年 2 月 6 日

http://www.nikkei.com/article/DGXNASGM06039_W2A200C1FF2000/を参照。 
19 「解放軍、武警部隊和公安現役部隊現任主要負責人名録」『西陸網』

http://club.xilu.com/xinguancha/msgview-950389-104372.html。 
20 木村正人「『尖閣諸島で挑発行為を続ける中国のねらいは海上自衛隊をおびきだすことだ』海上自衛隊

http://sankei.jp.msn.com/world/print/121128/chn12112809000001-c.htm
http://sankei.jp.msn.com/world/print/121128/chn12112809000001-c.htm
http://www.nikkei.com/article/DGXNASGM06039_W2A200C1FF2000/
http://club.xilu.com/xinguancha/msgview-950389-104372.html
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のは日本だ」という既成事実をたてに、中国は実力行使を正当化し、米国に介入しづら

い形に持って行きたい思惑が透けて見える。 
 話は過去に遡るが、中国が軍近代化に取り組んできたなかにおいて、鄧小平から胡錦

濤に至る各指導者のもとでの軍事戦略の発展は、沿海地区の経済発展と連動して海洋重

視、海軍の役割拡大の方向が示されてきた。大陸国家である中国にとって、海軍はもと

もと陸軍の補助兵種に位置づけられ、かつソ連の海軍戦略を手本にしていたため、沿海

防御中心の考え方を採ってきた。エネルギー資源大国のソ連にとっては、守るべき海洋

資源やシーレーンが存在せず、その影響を受けた中国海軍にも当初は海洋資源やシーレ

ーン防衛の発想がなかった。しかし、中国はソ連のような資源大国ではない。1971 年、

中国が尖閣諸島の領有を主張し始めた背景には東シナ海の海底資源があった。さらに中

国は 1993 年から石油の純輸入国となり、現在では米国に次ぐ世界第 2 位の石油輸入国

となっている。海外からのエネルギー輸入の確保に経済成長の持続性が強く関連付けら

れている。 
 こうした経済的側面と同時に、中国共産党にとっての宿願である台湾との統一をめざ

し、かつ台湾の「独立」を阻止するため、台湾海峡を中心とした海域における制海権、

制空権の確保も人民解放軍、とりわけ海・空軍とミサイル部隊に課せられた任務となる。

その場合、米国の軍事的介入を阻止することも当然視野に入ってくる。軍事的に米海軍

の接近阻止を図るA2AD（接近阻止・領域拒否）戦略はそのためのものである 21。 
 中国の海洋戦略をあらわすキーワードは「第一列島線」と「第二列島線」である。も

ともとは共産革命後の中国の海洋進出を抑えるための米国の太平洋防衛ラインとして

構想されたのだが、現在では主客が逆転し中国の海洋戦略を示すものとなっている。 
 日本列島、沖縄を含む南西諸島、フィリピン、さらにインドネシアの大スンダ列島に

至る第一列島線は、中国が主張する排他的経済水域をカバーするものであり、中国にと

って絶対的な制海権を確保する対象となっている。先に述べたように、日中間の緊張の

シンボルとなっている尖閣諸島は、中国の目で見れば第一列島線の内側にあり、台湾海

峡と琉球列島をにらむ位置にある。 
 さらに第二列島線は、伊豆諸島から南下し小笠原諸島を経てマリアナ諸島、さらにパ

プアニューギニアに至るもので、西太平洋における中国海軍の活動の拡大を図るための

目標とみなされる。米軍の西太平洋における拠点であるグアム島はこの第二列島線上に

あり、中国がこの海域まで進出し、米海軍の行動を制約出来れば、台湾有事の際に米軍

の介入は困難となり、中国にとって台湾への軍事的圧力行使はきわめて容易になる。こ

れが中国の海洋権益拡張戦略であり、これを米国は中国の A2AD 戦略と呼んでいる。

                                                                                                                                                     
幹部学校長インタビュー」BLOGOS、http://blogos.com/article/49806/。  
21 中国の A2AD 戦略について、詳しくは 2011 Report to Congress of the U.S.-CHINA 
Economic and Security Review Commission, Chapter 2: China’s Activities Directly 
Affecting U.S. Security Interests, Section 2: China’s ‘‘Area Control Military Strategy 
pp.182-205. http://www.uscc.gov/annual_report/2011/annual_report_full_11.pdf を参照。 

http://blogos.com/article/49806/
http://www.uscc.gov/annual_report/2011/annual_report_full_11.pdf
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中国はそのために、海上の米空母を標的とする対艦弾道ミサイル「東風 21D」の開発・

配備も進めている。 
 2010 年以来、中国が南シナ海を、チベットや台湾と並ぶ「中国の核心的利益」と位

置づけたことにより東南アジア諸国や米国の反発が強まった 22。従来、中国は南シナ海

全域を「中国の海」であると主張し、ベトナムやフィリピンなどASEAN諸国と領有権

の主張で対立してきたが、「核心的利益」の主張が中国の領土主権の擁護を意味する以

上に、戦略的に意図するものが感じられる。中国が南シナ海の海南島に新たな潜水艦基

地を作り、そこに新型のタイプ 094「晋」級ミサイル原潜が配備されている状況から考

えられることは、つまり中国が南シナ海をミサイル原潜のための「聖域」にしたいとい

うことである。 
 これまで中国はタイプ 092「夏」級ミサイル原潜を 1 隻保有し、山東省青島の潜水艦

基地に配備してきたが、実際に作戦任務につくことはなかった。東シナ海、さらに北部

の黄海は水深が浅く、かつ韓国、日本に近いこともあり、ミサイル原潜が行動するのに

適切な海域ではなかった。さらに北の渤海湾は、完全な中国の「内海」で、「聖域」化

は容易なものの、水深が平均で 25 メートルに過ぎず、潜水艦の活動自体が困難である。

結論的に、水深の深い南シナ海をミサイル原潜の「聖域」とし、これまで地上発射の戦

略核ミサイルにのみ依存してきた核抑止力に、新たに非脆弱な核抑止力としてミサイル

原潜を展開する構想を実現しようとしていることがわかる。 
 ただし、この構想はいまだ途上である。なによりも、「晋」級ミサイル原潜に搭載す

る「巨浪 2 号」SLBMがまだ開発中であり、完成し配備されたとしても、射程距離約

7200 キロメートルとされる米国の評価では、南シナ海から発射しても米国本土を射程

に収めることができない。これでは有効な対米抑止力になりえず、また中国自身、即時

発射可能な核弾頭を常時装着したミサイルを潜水艦で運用した経験がないに等しい。と

りあえず中国は旧式で先制攻撃に対し脆弱性の高い地下サイロ格納の東風 5 号を約 20
基、残存性の向上を図った車載移動式の東風 31 号Aを 10～20 基程度配備しており、現

状ではこれが対米抑止力を形成している 23。 
 もとより南シナ海をミサイル原潜の「聖域」とするためには、この海域における絶対

的制海権を中国が確保する必要がある。中国が空母の保有を実現するとすれば、南シナ

海に配備するだろうと予測されるのもそのためである。ただし、この海域は日本や韓国、

さらに中国にとっても死活的に重要な海上輸送ルートに当たり、現状を見れば明らかな

ように中国がこの海域で海軍力を強めようとすればするほど、国際的な摩擦を生じるこ

とになる。とりわけ、「航海の自由」を主張する米国との溝は深い。その意味において

も、中国の核戦略の発展はジレンマを内包しており、東アジア地域に広く影響を与える

                                                   
22 佐藤[2012]を参照。 
23 Office of the Secretary of Defense, Annual Report to the Congress: Military and 
Security Developments Involving the People’s Republic of China 2012, 
http://www.defense.gov/pubs/pdfs/2012_CMPR_Final.pdf. 

http://www.defense.gov/pubs/pdfs/2012_CMPR_Final.pdf
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段階にまで来ているのである。 
 
結びに代えて 
  
 中央軍事委員会主席に就任した習近平は、就任直後から精力的に人民解放軍の部隊視

察を行ってきた。2012 年 12 月 5 日に、北京で第二砲兵部隊の管理下にある巡航ミサイ

ル部隊を視察したのを皮切りに、同 8 日には広東省の深圳蛇口港で南海艦隊所属のミサ

イル駆逐艦「海口」に乗艦、同 10 日には広州軍区所属の第 42 集団軍（恵州市）隷下

の第 142 機械化歩兵師団を視察し、水陸両用戦車に乗った。その後も 2013 年 1 月 29
日に武警部隊、2 月 2 日に甘粛省に足をのばし、空軍部隊さらに酒泉衛星発射センター

を視察した 24。人民解放軍を掌握するために、並々ならぬ意欲がうかがえる。 
 江沢民が中央軍事委員会主席に就任後、やはり頻繁に部隊視察を行い、軍権掌握を目

指したことはよく知られている。胡錦濤は逆に、あまり精力的に部隊視察を行わなかっ

た。この点から見ると、習近平は江沢民の例に範をとっているように見える。日中間の

尖閣諸島をめぐる緊張も、習近平の部隊視察が軍を鼓舞する効果を生むとすればプラス

に働く。あとは、国防予算の増額と人事で人民解放軍の期待に応えることだが、日本と

その背後にいる米国との対峙状況から、国防予算の増額は軍の期待に沿うようなものに

なるだろう。 
 問題は、習近平が軍の意に沿う政策を進めれば進めるほど、軍が膨張することである。

そして、すでに人民解放軍は周辺諸国に脅威を与える存在にまでなっている。中国の基

本姿勢が「富国強兵」であり、「わが国の国際的地位にふさわしく、国の安全保障と利

益に適応した、強固な国防と強大な軍隊を建設する」ということであるならば、今後ま

すます周辺諸国との間で軍の活動をめぐるトラブルが起こりえるだろう。 
 軍権を掌握するということには、軍の意向に反してでも軍を抑えるということも含ま

れる。カリスマなき「調整型」の指導者である習近平に、果たしてそれが出来るだろう

か。「ものわかりがいい」だけの指導者は、軍権を掌握したつもりでいても、結果的に

軍の操り人形にしかならない。習近平の今後に注目したい。 
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